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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　被測定体の表面に向けて超音波を送波する送波部と、
　前記被測定体からの超音波を受波し、当該受波した超音波に応じた波形信号を出力する
複数の受波部と、
　前記送波部が送波した超音波が、前記被測定体の表面又は当該被測定体の内部を伝播し
た後で前記各受波部に到達するまでの伝播時間を、当該被測定体内の音速の仮定値と、当
該被測定体の表面形状と、に基づいて算出する仮定伝播時間算出部と、
　前記複数の受波部のうち少なくとも２つが出力した波形信号に基づいて、前記伝播時間
の妥当性の指標となる妥当性指標値を求める妥当性指標値算出部と、
　前記妥当性指標値に基づいて、前記被測定体内の音速を求める音速導出部と、
を備えることを特徴とする音速測定装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の音速測定装置であって、
　前記妥当性指標値算出部は、前記複数の受波部のうち少なくとも２つが出力した波形信
号を、前記伝播時間に対応する時間だけそれぞれズラし、当該ズラした波形信号同士を積
算した積算波形を求め、当該積算波形に基づいて前記妥当性指標値を求めることを特徴と
する音速測定装置。
【請求項３】
　請求項１に記載の音速測定装置であって、
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　前記妥当性指標値算出部は、前記複数の受波部のうち少なくとも２つが出力した波形信
号を、前記伝播時間に対応する時間だけそれぞれズラし、当該ズラした波形信号同士を乗
算した乗算波形を求め、当該乗算波形に基づいて前記妥当性指標値を求めることを特徴と
する音速測定装置。
【請求項４】
　請求項１から３までの何れか一項に記載の音速測定装置であって、
　前記仮定伝播時間算出部は、前記音速の仮定値として複数通りの値を用いて前記伝播時
間を算出し、
　前記妥当性指標値算出部は、前記複数通りの音速の仮定値に応じて、それぞれの場合の
妥当性指標値を求め、
　前記音速導出部は、前記複数通りの音速の仮定値それぞれの場合の妥当性指標値に基づ
いて、前記被測定体内の音速を求めることを特徴とする音速測定装置。
【請求項５】
　請求項１から４までの何れか一項に記載の音速測定装置であって、
　前記仮定伝播時間算出部は、予め測定された被測定体表面の形状に基づいて前記伝播時
間を算出することを特徴とする音速測定装置。
【請求項６】
　請求項１から５までの何れか一項に記載の音速測定装置であって、
　形状検出部を備え、
　前記複数の受波部のうち少なくとも一部は、被測定体の表面に向けて超音波を送波する
ことができるように構成され、
　前記形状検出部は、超音波が送波されてから前記被測定体の表面で反射して前記各受波
部に到達するまでの時間に基づいて、前記被測定体表面の形状を検出し、
　前記仮定伝播時間算出部は、前記形状検出部が検出した前記被測定体表面の形状に基づ
いて前記伝播時間を算出することを特徴とする音速測定装置。
【請求項７】
　請求項１から６までの何れか一項に記載の音速測定装置であって、
　前記複数の受波部は、略等間隔で１列に並べられたリニアアレイを構成するとともに、
前記複数の受波部のうち少なくとも何れか１つは、前記送波部として機能することを特徴
とする音速測定装置。
【請求項８】
　受波した超音波に応じて波形信号を出力する複数の受波部を備えた音速測定装置を用い
る音速測定方法であって、
　被測定体の表面に向けて超音波を送波する送波工程と、
　当該被測定体からの超音波を前記各受波部によって受波する受波工程と、
　前記送波工程で送波した超音波が、前記被測定体の表面又は当該被測定体の内部を伝播
した後で前記各受波部に到達するまでの伝播時間を、当該被測定体内の音速の仮定値と、
当該被測定体の表面形状と、に基づいて算出する仮定伝播時間算出工程と、
　前記複数の受波部のうち少なくとも２つが出力した波形信号に基づいて、前記伝播時間
の妥当性の指標となる妥当性指標値を求める妥当性指標値算出工程と、
を含み、
　前記音速の仮定値を変化させながら、前記仮定伝播時間算出工程と前記妥当性指標値算
出工程とを繰り返し行うことで、複数通りの音速の仮定値それぞれの場合の妥当性指標値
を求め、前記それぞれの場合の妥当性指標値に基づいて、前記被測定体内の音速を求める
ことを特徴とする音速測定方法。
【請求項９】
　請求項８に記載の音速測定方法であって、
　前記妥当性指標値算出工程において、前記複数の受波部のうち少なくとも２つが出力し
た波形信号を、前記伝播時間に対応する時間だけそれぞれズラし、当該ズラした波形信号
同士を積算した積算波形を求め、当該積算波形に基づいて前記妥当性指標値を求めること
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を特徴とする音速測定方法。
【請求項１０】
　請求項８に記載の音速測定方法であって、
　前記妥当性指標値算出工程において、前記複数の受波部のうち少なくとも２つが出力し
た波形信号を、前記伝播時間に対応する時間だけそれぞれズラし、当該ズラした波形信号
同士を乗算した乗算波形を求め、当該乗算波形に基づいて前記妥当性指標値を求めること
を特徴とする音速測定方法。
【請求項１１】
　請求項８から１０までの何れか一項に記載の音速測定方法であって、
　前記被測定体の表面形状を検出する形状検出工程を含み、
　前記仮定伝播時間算出工程において、前記表面形状に基づいて前記伝播時間を算出する
ことを特徴とする音速測定方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、音速測定装置及び音速測定方法に関する。詳細には、超音波を用いて被測定
体内部の音速を外部から測定する音速測定装置及び音速測定方法において、正確で安定し
た音速測定を可能にするための技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　特許文献１は、超音波を用いて骨評価を行う超音波診断装置を開示する。この超音波診
断装置は、超音波パルスを放射し、皮質骨内を伝播して当該皮質骨から放出された超音波
を受波する。そして超音波診断装置は、送波から受波までの時間を測定し、既知の伝播経
路から皮質骨内の音速を求める。
【０００３】
　物体中の音速は、当該物体の弾性的な性質によって変化するものであるから、骨中の音
速を測定することで骨強度（骨の健全性）の指標とすることができる。特許文献１の超音
波診断装置は、上記のようにして求めた音速を骨評価値としている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特表２００３－５１７３２８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　特許文献１のように超音波パルスの送波から受波までの間隔をタイマー計測する構成の
場合、振動子が出力する波形信号の中から受波パルスのピークを適切に検出しなければな
らない。ここで、理想的な条件（例えば、水中に置かれた対象物の測定等）であれば、受
波パルスを検出することは比較的容易である。しかし、生体を対象とした実際の測定では
、超音波の伝播経路に脂肪分や水分が混在しているため不要エコーが発生したり、皮質骨
の裏面からの反射などの不必要な波形が重畳するなど、様々なノイズが発生する。
【０００６】
　この点、特許文献１の構成は、波形信号にノイズが含まれると、波形信号の中から必要
な受波パルスを検出することが困難となり、超音波パルスの送波から受波までの時間を安
定して計測することができなかった。従って、実際の現場で骨強度を検査しようとしても
正確な結果を得ることが困難であり、改良の余地が残されていた。
【０００７】
　本願発明は以上の事情に鑑みてされたものであり、その主要な目的は、正確かつ安定し
て音速を求めることが可能な音速測定装置及び音速測定方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段及び効果】
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【０００８】
　本発明の解決しようとする課題は以上の如くであり、次にこの課題を解決するための手
段とその効果を説明する。
【０００９】
　本発明の第１の観点によれば、以下の構成の音速測定装置が提供される。即ち、この音
速測定装置は、送波部と、複数の受波部と、仮定伝播時間算出部と、妥当性指標値算出部
と、音速導出部と、を備える。前記送波部は、被測定体の表面に向けて超音波を送波する
。前記受波部は、前記被測定体からの超音波を受波し、当該受波した超音波に応じた波形
信号を出力する。前記仮定伝播時間算出部は、前記送波部が送波した超音波が、前記被測
定体の表面又は当該被測定体の内部を伝播した後で前記各受波部に到達するまでの伝播時
間を、当該被測定体内の音速の仮定値と、当該被測定体の表面形状と、に基づいて算出す
る。前記妥当性指標値算出部は、前記複数の受波部のうち少なくとも２つが出力した波形
信号に基づいて、前記伝播時間の妥当性の指標となる妥当性指標値を求める。前記音速導
出部は、前記妥当性指標値に基づいて、前記被測定体内の音速を求める。
【００１０】
　即ち、伝播時間の妥当性を判断することにより、当該伝播時間を算出した際に仮定して
いた音速の値が正しいか否かを判断することができるので、これにより被測定体内の音速
を求めることができる。ここで、伝播時間の妥当性を判断する際には、受信波形のピーク
を厳密に検出する必要が無いため、受信波形にノイズが含まれていても適切に音速を求め
ることができる。また、複数の受波部からの波形信号に基づいて伝播時間の妥当性を判断
するため、ノイズの影響を弱めることができる。
【００１１】
　前記の音速測定装置においては、前記妥当性指標値算出部は、前記複数の受波部のうち
少なくとも２つが出力した波形信号を、前記伝播時間に対応する時間だけそれぞれズラし
、当該ズラした波形信号同士を積算した積算波形を求め、当該積算波形に基づいて前記妥
当性指標値を求めることが好ましい。
【００１２】
　即ち、複数の受波部が出力する波形信号同士を積算すると、波形のピーク位置が一致し
ている場合に振幅を最も強め合う。この性質を利用することにより、所望のピークのみ強
調し、その他のノイズの影響を少なくすることができる。上記の構成においては、仮定伝
播時間算出部が仮定した音速が正しかった場合、積算される波形信号のピーク位置が一致
するので、振幅を強め合う。従って、受波部が出力した波形信号にノイズが含まれている
場合であっても、積算波形を調べることで、音速の仮定値が正しいか否かを判断すること
ができる。
【００１３】
　前記の音速測定装置においては、前記妥当性指標値算出部は、前記複数の受波部のうち
少なくとも２つが出力した波形信号を、前記伝播時間に対応する時間だけそれぞれズラし
、当該ズラした波形信号同士を乗算した乗算波形を求め、当該乗算波形に基づいて前記妥
当性指標値を求めても良い。
【００１４】
　即ち、複数の受波部が出力する波形信号同士を乗算すると、波形のピーク位置が一致し
ている場合に振幅を最も強め合う。この性質を利用することにより、所望のピークのみ強
調し、その他のノイズの影響を少なくすることができる。上記の構成においては、仮定伝
播時間算出部が仮定した音速が正しかった場合、乗算される波形信号のピーク位置が一致
するので、振幅を強め合う。従って、受波部が出力した波形信号にノイズが含まれている
場合であっても、乗算波形を調べることで、音速の仮定値が正しいか否かを判断すること
ができる。
【００１５】
　前記の音速測定装置は、以下のように構成されることが好ましい。即ち、前記仮定伝播
時間算出部は、前記音速の仮定値として複数通りの値を用いて前記伝播時間を算出する。
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前記妥当性指標値算出部は、前記複数通りの音速の仮定値に応じて、それぞれの場合の妥
当性指標値を求める。前記音速導出部は、前記複数通りの音速の仮定値それぞれの場合の
妥当性指標値に基づいて、前記被測定体内の音速を求める。
【００１６】
　これにより、複数通りの音速の仮定値を試行し、伝播時間が最も妥当であった場合に、
当該伝播時間を算出した際の音速の仮定値を、被測定体内の音速の測定値として採用する
ことができる。
【００１７】
　前記の音速測定装置においては、前記仮定伝播時間算出部は、予め測定された被測定体
表面の形状に基づいて前記伝播時間を算出することが好ましい。
【００１８】
　これにより、被測定体表面の実際の形状を考慮して仮定伝播時間を算出することができ
るので、例えば被測定体表面が曲面状の場合であっても精度良く音速を求めることができ
る。
【００１９】
　前記の音速測定装置は、以下のように構成されることが好ましい。即ち、この音速測定
装置は、形状検出部を備える。前記複数の受波部のうち少なくとも一部は、被測定体の表
面に向けて超音波を送波することができるように構成される。前記形状検出部は、超音波
が送波されてから前記被測定体の表面で反射して前記各受波部に到達するまでの時間に基
づいて、前記被測定体表面の形状を検出する。前記仮定伝播時間算出部は、前記形状検出
部が検出した前記被測定体表面の形状に基づいて前記伝播時間を算出する。
【００２０】
　これにより、音速を測定するための構成の一部を用いて、被測定体表面の形状を検出す
ることができるので、装置を簡略化してコストを削減することができる。
【００２１】
　前記の音速測定装置は、以下のように構成することもできる。即ち、前記複数の受波部
は、略等間隔で１列に並べられたリニアアレイを構成するとともに、前記複数の受波部の
うち少なくとも何れか１つは、前記送波部として機能する。
【００２２】
　これにより、送波専用の構成を省略することができるので、装置を簡略化することがで
きる。また、近接する複数の受波部からタイミングをズラし、当該タイミングをズラす時
間を調整することにより、任意の角度で超音波ビームを形成することができる。これによ
り、被測定体表面に対して最適な角度で超音波を当てることができる。また、受波部から
被測定体に向けて超音波を送波し、各受波部に反射波が到達するまでの時間に基づいて当
該被測定体の表面形状を検出する構成の場合、当該表面形状を検出できるのは受波部の直
下の位置のみである。従って、送波部と受波部が別の構成の場合は、送波部直下の表面形
状は検出することができない。この点、受波部が送波部を兼ねることにより、送波部とし
ての受波部の直下の表面形状を検出することができる。これにより、伝播時間を正確に算
出することができる。
【００２３】
　本発明の第２の観点によれば、受波した超音波に応じて波形信号を出力する複数の受波
部を備えた音速測定装置を用いる音速測定方法であって、以下のような音速測定方法が提
供される。即ち、この音速測定方法は、送波工程と、受波工程と、仮定伝播時間算出工程
と、妥当性指標値算出工程と、を含む。前記送波工程においては、被測定体の表面に向け
て超音波を送波する。前記受波工程においては、当該被測定体からの超音波を前記各受波
部によって受波する。前記仮定伝播時間算出工程においては、前記送波工程で送波した超
音波が、前記被測定体の表面又は当該被測定体の内部を伝播した後で前記各受波部に到達
するまでの伝播時間を、当該被測定体内の音速の仮定値と、当該被測定体の表面形状と、
に基づいて算出する。前記妥当性指標値算出工程においては、前記複数の受波部のうち少
なくとも２つが出力した波形信号に基づいて、前記伝播時間の妥当性の指標となる妥当性
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指標値を求める。そして、前記音速の仮定値を変化させながら、前記仮定伝播時間算出工
程と前記妥当性指標値算出工程とを繰り返し行うことで、複数通りの音速の仮定値それぞ
れの場合の妥当性指標値を求め、前記それぞれの場合の妥当性指標値に基づいて、前記被
測定体内の音速を求める。
【００２４】
　即ち、伝播時間の妥当性を判断することにより、当該伝播時間を算出した際に仮定して
いた音速の値が正しいか否かを判断することができるので、これにより被測定体内の音速
を求めることができる。ここで、伝播時間の妥当性を判断する際には、受信波形のピーク
を厳密に検出する必要が無いため、受信波形にノイズが含まれていても適切に音速を求め
ることができる。また、複数の受波部からの波形信号に基づいて伝播時間の妥当性を判断
するため、ノイズの影響を弱めることができる。そして、複数通りの音速の仮定値を試行
し、伝播時間が最も妥当であった場合に、当該伝播時間を算出した際の音速の仮定値を、
被測定体内の音速の測定値として採用することができる。
【００２５】
　前記の音速測定方法においては、以下の方法を採ることが好ましい。即ち、前記妥当性
指標値算出工程において、前記複数の受波部のうち少なくとも２つが出力した波形信号を
、前記伝播時間に対応する時間だけそれぞれズラし、当該ズラした波形信号同士を積算し
た積算波形を求め、当該積算波形に基づいて前記妥当性指標値を求める。
【００２６】
　即ち、複数の受波部が出力する波形信号同士を積算すると、波形のピーク位置が一致し
ている場合に振幅を最も強め合う。この性質を利用することにより、所望のピークのみ強
調し、その他のノイズの影響を少なくすることができる。上記の構成においては、仮定伝
播時間算出工程で仮定した音速が正しかった場合、積算される波形信号のピーク位置が一
致するので、振幅を強め合う。従って、受波部が出力した波形信号にノイズが含まれてい
る場合であっても、積算波形の振幅を見ることで、音速の仮定値が正しいか否かを判断す
ることができる。
【００２７】
　前記の音速測定方法においては、以下の方法を採ることもできる。即ち、前記妥当性指
標値算出工程において、前記複数の受波部のうち少なくとも２つが出力した波形信号を、
前記伝播時間に対応する時間だけそれぞれズラし、当該ズラした波形信号同士を乗算した
乗算波形を求め、当該乗算波形に基づいて前記妥当性指標値を求める。
【００２８】
　即ち、複数の受波部が出力する波形信号同士を乗算すると、波形のピーク位置が一致し
ている場合に振幅を最も強め合う。この性質を利用することにより、所望のピークのみ強
調し、その他のノイズの影響を少なくすることができる。上記の構成においては、仮定伝
播時間算出工程で仮定した音速が正しかった場合、乗算される波形信号のピーク位置が一
致するので、振幅を強め合う。従って、受波部が出力した波形信号にノイズが含まれてい
る場合であっても、乗算波形の振幅を見ることで、音速の仮定値が正しいか否かを判断す
ることができる。
【００２９】
　前記の音速測定方法においては、以下の方法を採ることが好ましい。即ち、この音速測
定方法は、前記被測定体の表面形状を検出する形状検出工程を含む。そして、前記仮定伝
播時間算出工程においては、前記表面形状に基づいて前記伝播時間を算出する。
【００３０】
　これにより、被測定体表面の実際の形状を考慮して仮定伝播時間を算出することができ
るので、例えば被測定体表面が曲面状の場合であっても精度良く音速を求めることができ
る。
【図面の簡単な説明】
【００３１】
【図１】本発明の一実施形態に係る骨強度診断装置の模式的な断面図及び機能ブロック図
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。
【図２】超音波の複数の伝播経路を説明する概念図。
【図３】各振動子が出力する波形信号を例示するグラフ。
【図４】本実施形態の音速測定方法のフローチャート。
【図５】（ａ）アレイ振動子によって平面波を送波した様子を示す図。（ｂ）アレイ振動
子が送波した平面波が皮質骨の表面又は裏面で反射する様子を示す図。
【図６】（ａ）表面反射波を受波している振動子組の近傍を拡大した模式図。（ｂ）振動
子組を構成する２つの振動子に到来する表面反射波の伝播経路の差を説明する模式図。
【図７】表面屈折波の伝播経路の算出方法を説明する模式図。
【図８】仮定伝播時間算出部が求めるｔ－ｘ曲線を示す図。
【図９】各振動子の波形信号に窓関数を掛けた様子を示す図。
【図１０】各振動子の波形信号をズラした様子を示す図。
【図１１】波形積算部が求める積算波形の様子を示す図。
【図１２】音速仮定値を変化させてｔ－ｘ曲線を描いた様子を示す図。
【図１３】音速仮定値を変化させながらエンベロープの振幅を求めてプロットした結果の
例を示す図。
【図１４】本実施形態の骨強度診断装置によってウシ脛骨皮質骨の音速を測定した結果を
示す図。
【図１５】変形例に係る超音波送受波器の模式的な断面図。
【図１６】表面伝播波に対して表面からの反射波及び裏面からの反射波が重なり合ってい
る様子を示す図。
【図１７】図１３のグラフに、積算波形が最大振幅になった時間を追加的にプロットした
グラフ。
【発明を実施するための形態】
【００３２】
　次に、発明の実施の形態を図面を参照して説明する。図１は、本発明の一実施形態に係
る音速測定装置としての骨強度診断装置１の模式的な断面図及び機能ブロック図である。
【００３３】
　音速測定装置としての骨強度診断装置１は、例えば、脛骨などの長管状の骨の皮質骨に
ついて骨強度を診断するものである（ただし、診断対象はこれに限定されない）。具体的
に説明すると、骨は一般的に、皮質骨１０と、皮質骨１０の内側に存在する網目状の海綿
骨１２とから構成されている。また、皮質骨１０の周囲は、筋肉や脂肪などの軟組織１１
に覆われている。本実施形態の骨強度診断装置１は、軟組織１１の外側から皮質骨１０に
対して超音波を放射し、当該皮質骨１０中の音速（骨音速）を測定するように構成されて
いる。
【００３４】
　図１の左側には、人体の脛の部分を骨の長手方向に直交する平面で切った断面が示され
ている。図１に示すように、皮質骨１０表面の輪郭形状は、径方向（骨の長手方向と直交
する方向）に向かって膨らんだ穏やかな曲線状となっている。そこで、以下の説明では、
長管状の骨を円柱に見立てて、この断面内において皮質骨１０表面に沿うようにして超音
波が伝播する方向を、円周方向と称することがある。一方、図示は省略するが、骨の長手
方向と平行な平面で切った断面において、皮質骨１０の表面輪郭はほぼ直線状となってい
る。
【００３５】
　ところで、ヒトの骨は異方性を有しているので、長軸方向の音速と円周方向の音速が異
なる。従って、円周方向と長軸方向の音速をそれぞれ測定し、異方性構造を調べることが
骨強度を診断する上で重要である。そこで、本実施形態の骨強度診断装置１は、骨の円周
方向の音速を測定する場合のように測定対象の断面輪郭が曲線状の場合であっても、音速
を正確に測定できるように構成されている。
【００３６】
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　以下、骨強度診断装置１の構成について具体的に説明する。図１に示すように、骨強度
診断装置１は、超音波送受波器２と、装置本体３とから構成されている。
【００３７】
　超音波送受波器２は、超音波の送波及び受波を行うものである。この超音波送受波器２
は、測定部位の軟組織１１の表面に当接する当接面２ａと、送波専用振動子２１と、アレ
イ振動子２２と、遮音材２３と、を備えている。アレイ振動子２２は、１列に並んで配列
された複数の振動子２４からなっている。また、送波専用振動子２１と遮音材２３は、ア
レイ振動子２２の配列方向に沿って並んで配置されている。なお、本実施形態で使用され
る振動子としては、電気信号を与えられるとその表面が振動して超音波を発射するととも
に、その表面に超音波を受波すると電気信号を生成して出力するものが採用されている。
【００３８】
　送波専用振動子（送波部）２１は、その表面が当接面２ａに対して傾くように設置され
、当接面２ａから超音波を斜め方向に送波できるように構成されている。送波専用振動子
２１としては、放射する超音波の指向性が弱い（超音波の角度範囲が広い）ものが用いら
れる。
【００３９】
　アレイ振動子２２は、複数の振動子（受波部）２４を備えている。なお、以下の説明で
は、複数の振動子２４を区別する必要がある場合には、送波専用振動子２１に近い側から
順に小文字のアルファベットを符号の末尾に付し、振動子２４ａ、振動子２４ｂ、振動子
２４ｃ、・・・のように表記することがある。この振動子２４は、当接面２ａと平行にな
るようにして等間隔で１列に並んで配置されている。また、各振動子２４は超音波を送波
及び受波可能に構成されている。
【００４０】
　遮音材２３は板状に形成され、送波専用振動子２１とアレイ振動子２２との間に配置さ
れる。この遮音材２３は、送波専用振動子２１から送波された超音波が、超音波送受波器
２内を伝播してアレイ振動子２２に直接到達してしまうことを防止するためのものである
。なお、遮音材２３の材料としては、例えば、コルク、合成ゴム、多孔質材（例えば発泡
樹脂）などの吸音作用を有する材料を用いることができる。
【００４１】
　この超音波送受波器２を用いて実際に超音波の送受波を行う際には、測定部位の皮膚表
面（即ち、軟組織１１の外側表面）に超音波ゼリーを塗布し、当該皮膚表面に当接面２ａ
を当接させる。そして、送波専用振動子２１又はアレイ振動子２２によって、超音波を送
波する。これにより、超音波が、軟組織１１を介して、測定対象である皮質骨１０に当た
る。そして、皮質骨１０から帰ってくる超音波は、アレイ振動子２２によって受波される
。なお、前記超音波ゼリーは、軟組織１１と当接面２ａとの間に隙間が生じるのを防止す
るとともに、当接面２ａと軟組織１１との間の音響インピーダンスを整合させて、送波専
用振動子２１又はアレイ振動子２２から送波された超音波が軟組織１１の表面で反射する
のを抑制するためのものである。
【００４２】
　次に、装置本体３について説明する。装置本体３は、ケーブルによって超音波送受波器
２と接続されており、当該超音波送受波器２との間で信号の送受信ができるように構成さ
れている。具体的には、この装置本体３は、超音波制御部３０と、送信回路３１と、送信
切替部３２と、複数の受信回路３３と、送受信分離部３４と、演算部３５と、を備えてい
る。
【００４３】
　送信回路３１は、送波専用振動子２１又はアレイ振動子２２を振動させて超音波を発生
させるための電気パルス信号を生成するとともに、この電気パルス信号を送信切替部３２
に送信するように構成されている。電気パルス振動の中心周波数は、例えば１～１０ＭＨ
ｚ程度である。なお、電気パルス信号の代わりに、例えばチャープ信号を用いても良い。
【００４４】
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　なお、アレイ振動子２２によって超音波を発生させる場合には、送信回路３１は、複数
の振動子２４それぞれに対して任意のタイミングの電気パルス信号を生成することができ
るように構成されている。また、超音波制御部３０は送信回路３１に接続されており、複
数の振動子２４から超音波を送波させるための制御信号を送信回路３１に送信するように
構成されている。これにより、複数の振動子２４から、一斉に、あるいは個別のタイミン
グで超音波を送波するように制御することが可能となっている。
【００４５】
　送信切替部３２は、送信回路３１から送信される電気パルス信号を、送波専用振動子２
１又はアレイ振動子２２の何れに送信するかを切り替えるように構成されている。即ち、
送信切替部３２によって、超音波の送波を行う振動子が選択される。
【００４６】
　複数の受信回路３３は、アレイ振動子２２を構成する複数の振動子２４にそれぞれ対応
して接続されている。各受信回路３３は、１つの振動子２４が超音波を受波することによ
り出力する電気信号を受信し、当該電気信号に対して、増幅処理や、フィルタ処理、デジ
タル変換処理などを施したデジタル信号を生成して演算部３５に送信するように構成され
ている。なお、アレイ振動子２２から直接出力される信号はアナログの波形信号であり、
演算部３５に送信される信号は信号処理されたデジタルの波形信号であるが、以下の説明
ではこれらを区別せず、単に「波形信号」と呼ぶことがある。
【００４７】
　送受信分離部３４は、アレイ振動子２２と、前記送信回路３１及び前記受信回路３３と
、の間に接続されている。この送受信分離部３４は、送信回路３１からアレイ振動子２２
に送られる電気信号（電気パルス信号）が受信回路３３に直接流れるのを防止するととも
に、アレイ振動子２２から受信回路３３に送られる電気信号が送信回路３１側に流れるの
を防止するためのものである。
【００４８】
　次に、送波専用振動子２１によって超音波を送波したときの様子について説明する。送
波専用振動子２１によって超音波を送波する場合、送信切替部３２によって、超音波の送
波を行う振動子として送波専用振動子２１が決定される。そして、送信回路３１からのパ
ルス信号が送波専用振動子２１に送られると、当該送波専用振動子２１は、パルス状に変
調された超音波を、皮質骨１０に対して斜め方向に送波する。
【００４９】
　送波専用振動子２１から送波された超音波は、複数の伝播経路を経由してアレイ振動子
２２に受波される。アレイ振動子２２に超音波が受波されると、各振動子２４からの波形
信号が演算部３５に送信される。
【００５０】
　送波専用振動子２１から送波された超音波が伝播する複数の経路について、図２を参照
して説明する。図２は、ある振動子２４に到達する超音波の複数の伝播経路を概念的に示
した図である。なお、図２には１つの振動子２４に到達する超音波の例のみを示している
が、実際は、すべての振動子２４のそれぞれに対して複数の経路で超音波が到達し得る。
【００５１】
　図２に示すように、直接波は、送波専用振動子２１から送波された超音波が軟組織１１
の表面に沿って伝播して、振動子２４に直接到達するものである。表面からの反射波は、
送波専用振動子２１から送波された超音波が軟組織１１内を伝播し、皮質骨１０の表面（
軟組織１１と皮質骨１０との境界面）で反射して振動子２４に到達するものである。また
、裏面からの反射波は、軟組織１１中を伝播した超音波が、皮質骨１０内に入射して当該
皮質骨１０内を伝播し、皮質骨１０の裏面（皮質骨１０と海綿骨１２との境界面）で反射
した後、再び軟組織１１中に放射されて振動子２４に到達するものである。
【００５２】
　また、送波専用振動子２１から送波された超音波が、軟組織１１中を伝播し、皮質骨１
０に当たり、当該皮質骨１０表面近傍を伝播し、再び軟組織１１中に放射されて振動子２
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４に到達する場合もある。本明細書では、このような伝播経路を経て受波される超音波を
、表面伝播波と呼ぶ。表面伝播波には、漏洩表面波と表面屈折波の２通りの伝播経路があ
る。
【００５３】
　皮質骨１０の表面に臨界角で超音波が当たると、皮質骨１０表面に表面波が発生する。
この表面波は、軟組織１１側に所定方向（出射角が臨界角となる方向）に漏洩波を放射し
つつ、皮質骨１０の表面に沿って伝播する。このとき振動子２４によって受波される漏洩
波を、漏洩表面波と呼ぶ。一方、臨界角よりも小さい角度で皮質骨１０の表面に超音波が
当たると、皮質骨１０表面で屈折する。このとき、臨界角に近い入射角で超音波が入射し
た場合は、皮質骨１０内であって当該皮質骨１０の表面近傍を伝播した後、皮質骨１０表
面でアレイ振動子２２側に屈折して軟組織１１中に放射される。このとき受波される超音
波を、本明細書では表面屈折波と呼ぶこととする。表面屈折波は、皮質骨１０の断面輪郭
形状が曲線状の場合のみ発生する。
【００５４】
　なお、骨の形状、受波する振動子２４の位置、及び送波専用振動子２１から送波される
超音波の角度などの条件によっては、上記複数種類の超音波のうち、一部が発生しない場
合や、発生しても振動子２４に受波されない場合が有り得る。ただし、本実施形態では、
前述のように指向性の広い送波専用振動子２１を用いているので、超音波を臨界角又は臨
界角に近い角度で皮質骨１０に当てることができる。これにより、漏洩表面波又は表面屈
折波を確実に発生させ、複数の振動子２４のうち少なくとも何れか１つには漏洩表面波又
は表面屈折波を到達させることができるようになっている。
【００５５】
　次に、図３を参照して、それぞれの振動子２４が生成する信号波形について説明する。
図３は、送波専用振動子２１が超音波を送波した後、各振動子２４が超音波を受波して出
力する波形信号の波形を示すグラフである。各振動子２４の波形において、横軸ｔは時間
であり、各波形信号の縦軸は当該波形信号の振幅を示している。また、グラフのｘ軸は、
送波専用振動子２１に最も近い振動子である振動子２４ａから各振動子２４ｂ，２４ｃ，
・・・までの距離を示している。
【００５６】
　なお、受波する振動子２４が送波専用振動子２１から離れるに従い、波形信号の振幅は
小さくなる。図３に示す波形の曲線は、各波形信号に適当なゲインを掛けて、各波形信号
の振幅が略同じになるように調整したものである。
【００５７】
　図３に示すように、各振動子２４の波形信号には複数のピークが含まれている。図３に
おいては、各振動子２４の波形信号に含まれるピークの位置を点線で繋いで、当該ピーク
が、直接波、表面からの反射波、裏面からの反射波、及び表面伝播波の何れによるものか
を示している。なお、このグラフでは漏洩表面波と表面屈折波は区別しにくいので、２つ
をまとめて表面伝播波として示している。
【００５８】
　図３のグラフから分かるように、直接波は、表面伝播波より先に振動子２４に到達する
場合もあれば、後に到達する場合もある。また、裏面からの反射波と表面からの反射波は
、表面伝播波とほぼ同時に振動子２４に到達する場合があり、この場合はピークが重なり
合っていて、区別が難しくなっている。このように、波形信号中にピークが含まれていて
も、それがどの経路を伝播してきた超音波のピークなのかを判別するのは困難である。
【００５９】
　また、軟組織１１は脂肪と水分の混合体であるため、実際の測定においては、不要エコ
ーが検出されてしまう。この場合、図３の波形に更にノイズが加わるため、ピークを安定
して検出することが一層困難になる。
【００６０】
　ここで、従来の音速測定装置においては、超音波を送波してから表面伝播波を受波する
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までの時間間隔を測定することにより、骨音速を求めていた。従って、従来の音速測定装
置においても表面伝播波のピークを検出する必要があるが、上述のように、表面伝播波の
ピークを安定して検出することは困難である。従って、従来の方法では、骨音速を安定し
て測定することができなかったのである。
【００６１】
　そこで、本実施形態では、複数の振動子２４が出力する波形信号の波形を積算すること
で、ノイズに強い音速測定方法を実現している。
【００６２】
　即ち、複数の波形のピーク位置が一致している場合、これらの波形を積算すると、当該
ピーク位置の振幅が大きくなる。この性質を利用することで、所望のピークのみを強調し
、ノイズを目立たなくすることができる。ただし、波がそれぞれの振動子２４に到達する
タイミングは様々に異なるので、特定の波に基づくピークが強め合うようにするには、当
該ピークを一致させるように各波形の位相をズラした上で波形同士を積算する必要がある
。
【００６３】
　以下、本実施形態の音速測定方法について具体的に説明する。図４に、本実施形態に係
る音速測定方法のフローチャートを示す。本実施形態の音速測定方法は、形状検出工程と
、送波工程と、受波工程と、仮定伝播時間算出工程と、波形積算工程と、音速導出工程と
、を含んでいる。
【００６４】
　形状検出工程では、皮質骨１０の表面形状が測定される（Ｓ１０１）。表面形状は、例
えばＸ線等を用いて測定しても良いが、本実施形態では、骨強度診断装置１によって皮質
骨１０の表面形状を測定する。なお、この表面形状の測定についての詳細は後述する。
【００６５】
　送波工程においては、送波専用振動子２１によって、皮質骨１０に対して超音波を送波
する（Ｓ１０２）。
【００６６】
　受波工程においては、送波専用振動子２１から送波された超音波を、各振動子２４によ
って受波し（Ｓ１０３）、図３に示すような波形信号を得る。図３に示すように、各振動
子２４が受波した表面伝播波のピークは、当該振動子２４の位置が送波専用振動子２１か
ら遠くなるに従い、遅れて検出される。この遅れ量は、送波専用振動子２１が超音波を送
波してから各振動子２４が表面伝播波を受波するまでの時間（伝播時間）に相当している
。
【００６７】
　従って、表面伝播波の伝播時間分だけ各波形信号を早める（図３の左側に各波形信号を
オフセットさせる）ことで、表面伝播波のピークの位相を各振動子２４の間で合わせるこ
とができる。しかしながら、骨音速は未知であるから、伝播時間を予め知ることはできな
い。
【００６８】
　そこで本実施形態では、仮定伝播時間算出工程において、骨音速を仮定し、当該仮定し
た骨音速（音速仮定値）と、形状検出工程で検出した皮質骨１０の表面形状と、に基づい
て、各振動子２４に対する伝播時間の仮定値（仮定伝播時間）を求める（Ｓ１０４）。
【００６９】
　次に、波形積算工程（妥当性指標値算出工程）において、前記仮定伝播時間に対応する
時間だけ各波形信号をオフセットさせた上で、波形信号を積算した積算波形を求める（Ｓ
１０５）。このとき、仮定伝播時間の妥当性を示す妥当性指標値として、前記積算波形の
エンベロープの振幅を求める（詳細は後述）。
【００７０】
　そして、所定の範囲内で、音速仮定値を次々と変化させて、それぞれの音速仮定値につ
いての積算波形を求める（Ｓ１０４～Ｓ１０６のループ）。すると、音速仮定値が実際の
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骨音速と合致したときに、各波形の表面伝播波のピークの位相が合い、ピーク同士が最も
強め合った積算波形を得る。
【００７１】
　従って、音速導出工程において、複数の音速仮定値について求めた積算波形のエンベロ
ープの振幅同士を比較して、積算波形の振幅が最も大きくなったときを検出し、そのとき
の音速仮定値を骨音速の測定値とする（Ｓ１０７）。
【００７２】
　以上の方法によれば、ピークの位相が合っていない波（即ち、表面伝播波のピーク以外
のノイズ）は、積算波形の振幅に大きな影響を与えないため、表面伝播波のみを強調して
（表面伝播波にいわば焦点を合わせて）、骨音速を精度良く求めることができる。
【００７３】
　次に、上記の音速測定方法を本実施形態の骨強度診断装置１によって実現するための構
成について説明する。
【００７４】
　図１に示す骨強度診断装置１の装置本体３が備える演算部３５は、ＣＰＵ、ＲＡＭ、Ｒ
ＯＭなどのハードウェアと、前記ＲＯＭに記憶されたプログラム等のソフトェアと、から
構成される。そして、当該演算部３５は、前記ハードウェアとソフトウェアとが協働する
ことにより、形状検出部４０、音速検出部５０等として機能するように構成されている。
【００７５】
　まず、形状検出部４０について説明する。形状検出部４０は、音速の導出に必要な骨表
面形状の検出を行う。
【００７６】
　即ち、仮定した骨音速（音速仮定値）から仮定伝播時間を求める際には、表面伝播波の
伝播経路に関する情報が必要である。ここで、伝播経路を求めるためには、皮質骨１０表
面の形状（皮質骨１０の断面輪郭形状）を何らかの方法で取得しなければならない。そこ
で本実施形態では、音速検出部５０によって骨音速を求める前に、形状検出部４０による
皮質骨１０の表面形状の検出を行うこととしている。
【００７７】
　形状検出部４０によって骨表面形状の検出を行う際には、まず、アレイ振動子２２から
超音波の送波を行う。アレイ振動子２２によって超音波を送波する様子を、図５を参照し
て説明する。図５（ａ）はアレイ振動子２２によって超音波を送波した様子を示した図、
図５（ｂ）はアレイ振動子２２が送波した超音波が皮質骨１０の表面又は裏面で反射する
様子を示した図である。
【００７８】
　アレイ振動子２２によって超音波を送波する場合、送信切替部３２によって、超音波の
送波を行う振動子としてアレイ振動子２２が決定される。そして、送信回路３１からのパ
ルス信号がアレイ振動子２２に送られ、当該アレイ振動子２２を構成している複数の振動
子２４が同時に同位相の超音波を骨に対して送波する。
【００７９】
　複数の振動子２４が同時に送波することにより、図５（ａ）に示すような平面波を発生
させることができる。この平面波は当接面２ａに平行な波であって、当接面２ａと直交す
る向きに軟組織１１中を進行する。平面波は、皮質骨１０の表面及び裏面で図５（ｂ）の
ように反射して、振動子２４に受波される。
【００８０】
　各振動子２４が超音波を受信すると、各振動子２４が受波した超音波に対応する波形信
号が演算部３５に送られる。演算部３５は、形状検出部４０として機能することにより、
反射波が振動子２４に受波されたときの角度及び時間を検出し、これに基づいて皮質骨１
０の表面形状を求めるように構成されている。
【００８１】
　具体的には、形状検出部４０は、到来方向検出部４１と、到達時間検出部４２と、表面
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反射点検出部４３と、骨表面ライン検出部４４と、から構成されている。
【００８２】
　まず、到来方向検出部４１について説明する。到来方向検出部４１は、複数の振動子２
４のうち隣接する２つの振動子を１組として振動子組２５を決定し、各振動子組２５に到
達する超音波の到来方向を検出する。なお、以下の形状検出部４０に関する説明において
、アレイ振動子２２から送波された平面波が皮質骨１０の表面で反射して受波された超音
波を表面反射波、同じく皮質骨１０の裏面で反射して受波された超音波を裏面反射波と称
することがある。また、各振動子組２５を区別する必要がある場合には、送波専用振動子
２１に近い側から順に大文字のアルファベットを符号の末尾に付し、振動子組２５Ａ、振
動子組２５Ｂ、・・・のように表記することがある。
【００８３】
　以下、図６を参照して具体的に説明する。図６（ａ）は、表面反射波を受波している振
動子組２５Ａの近傍を拡大した模式図、図６（ｂ）は振動子組を構成する２つの振動子２
４ａ，２４ｂに到来する表面反射波の伝播経路の差を説明する模式図である。ある振動子
組２５において、隣接する２つの振動子２４に対する表面反射波の到来方向は近似してい
る。例えば図６において、振動子組２５Ａを構成する振動子２４ａと振動子２４ｂには、
それぞれ到来角度θaで表面反射波が到来したとみなすことができる。ここで、到来角度
θaを求めるために、以下のような演算を行う。
【００８４】
　まず、到来方向検出部４１は、振動子組２５Ａを構成する２つの振動子２４ａ，２４ｂ
が表面反射波のピークを検出する時間差Δｔを測定する。なお、前述のように、アレイ振
動子２２から平面波を送波すると表面反射波及び裏面反射波が発生するが、表面反射波は
裏面反射波よりも必ず先に受波されるから、表面反射波のピークを適切に検出することが
できる。
【００８５】
　続いて、この時間差Δｔに基づいて、当該振動子組２５Ａに対する表面反射波の到来角
度θaを求める。図６（ｂ）に示すように、振動子２４ａと振動子２４ｂとの間隔をＷと
すると、振動子２４ａには、振動子２４ｂと比べてＷsinθaだけ長い距離を伝播して表面
反射波が到達する。ここで、軟組織中の音速をＳＯＳsoftとおくと、
　　ＳＯＳsoftΔｔ＝Ｗsinθa

従って、到来角度θaは、
　　θa＝arc sin（ＳＯＳsoftΔｔ／Ｗ）
によって求めることができる。到来方向検出部４１は、他の振動子組２５についても同様
に到来角度を求める。なお、本実施形態では軟組織１１中の音速ＳＯＳsoftとしては経験
により得られた値を用いているが、実測値を用いても良い。
【００８６】
　次に、到達時間検出部４２について説明する。到達時間検出部４２は、アレイ振動子２
２によって超音波が送波されてから、振動子組２５に表面反射波が到達するまでの到達時
間Ｔaを求める。本実施形態では、アレイ振動子２２によって超音波が送波されてから、
振動子組２５を構成する２つの振動子２４それぞれに表面反射波が到達するまでの時間の
平均値を、到達時間Ｔaとしている。なお、平均値に限らず、例えばどちらか一方の振動
子２４に表面反射波が到達するまでの時間をそのまま到達時間Ｔaとして用いても良い。
【００８７】
　次に、表面反射点検出部４３について説明する。表面反射点検出部４３は、到来角度θ

aと到達時間Ｔaに基づいて、各振動子組２５に到達した表面反射波の反射点Ｒaを検出す
る。
【００８８】
　ここで、図６に示される平面内において、アレイ振動子２２が並んでいる方向をｘ軸と
し、ｘ軸と直交する方向をｙ軸とする。そして、振動子組２５Ａから反射点Ｒaまでのｘ
軸方向の距離をＸ、ｙ軸方向の距離をＹとおく。図６から明らかなように、表面反射波の
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伝播距離Ｌaは、
　　Ｌa＝Ｙ＋Ｙ／cosθa

となる。一方、到達時間Ｔaと軟組織１１中の音速ＳＯＳsoftを用いると、
　　Ｌa＝ＳＯＳsoft×Ｔa

であるから、反射点Ｒａの位置を示す距離Ｘ，Ｙは、
　　Ｙ＝ＳＯＳsoft×Ｔa×cosθ／（１＋cosθ）
　　Ｘ＝Ｙ×tanθ＝ＳＯＳsoft×Ｔa×sinθ／（１＋cosθ）
で求めることができる。このように、平面波の到来角度θaと到達時間Ｔaに基づいて、反
射点Ｒaの位置を算出することができる。そして、表面反射点検出部４３は、他の振動子
組２５についても同様に反射点を求める。
【００８９】
　骨表面ライン検出部４４は、表面反射点検出部４３が求めた複数の反射点を直線又は曲
線で結ぶことにより、骨表面ラインを検出する。反射点は皮質骨１０表面上の点であるか
ら、骨表面ラインは皮質骨１０の表面形状を表す。
【００９０】
　以上のようにして、形状検出部４０によって皮質骨１０の表面形状（骨表面ライン）を
得ることができる。
【００９１】
　次に、音速検出部５０について説明する。音速検出部５０は、皮質骨１０中の音速（骨
音速）を検出するように構成されている。
【００９２】
　音速検出部５０によって骨音速を検出する前に、まず、形状検出部４０による骨表面ラ
インの検出が行われる（形状検出工程）。続いて、送波専用振動子２１によって超音波の
送波を行い（送波工程）、帰ってきた超音波をアレイ振動子２２によって受波して、演算
部３５に対して波形信号を送信する（受波工程）。そして、各振動子２４の波形信号に基
づいて、音速検出部５０による骨音速の導出を行う。
【００９３】
　具体的には、音速検出部５０は、仮定伝播時間算出部５１と、波形積算部５２と、音速
導出部５３と、から構成される。
【００９４】
　仮定伝播時間算出部５１は、前記仮定伝播時間算出工程に対応する演算処理を行う。即
ち、仮定伝播時間算出部５１は、骨音速を仮定し、当該仮定した骨音速に基づいて仮定伝
播時間を求める。
【００９５】
　仮定伝播時間算出部５１は、仮定伝播時間を求めるために、まず、表面伝播波の伝播経
路を求める。即ち、皮質骨１０の表面形状と、骨音速と、軟組織１１中の音速と、が既知
であれば、公知のスネルの法則により、送波専用振動子２１から各振動子２４まで表面伝
播波が伝播する経路を、一意に求めることができる。
【００９６】
　ここで、骨形状は、形状検出部４０が検出した骨表面ラインを用いる。骨音速としては
、骨音速の経験値に基づいて設定された所定範囲内から適当な値（音速仮定値）を仮定し
て計算に用いる。軟組織１１中の音速としては、本実施形態では経験値を用いているが、
予め測定しておいた値を用いても良い。また、軟組織１１中の音速は、送波専用振動子２
１又はアレイ振動子２２によって超音波を送波し、アレイ振動子２２によって受波するこ
とにより測定することもできる。
【００９７】
　なお、上記で説明したように、各振動子２４が受波する表面伝播波には、伝播経路の違
いによって漏洩表面波と表面屈折波の２種類が存在する。本実施形態では、表面屈折波の
伝播経路を計算するものとして説明する。
【００９８】
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　以下、図７を参照して説明する。図７は、表面屈折波の伝播経路の算出方法を説明する
模式図である。
【００９９】
　仮定伝播時間算出部５１は、表面屈折波の伝播経路を決定するために、まず、送波専用
振動子２１からの超音波が皮質骨１０の内部に入射する入射点Ｐinを決定する。
【０１００】
　なお、入射点Ｐinは、アレイ振動子２２の直下から外れた位置にあるので、アレイ振動
子２２から平面波を送波して表面反射波を検出する方法（形状検出部４０による皮質骨表
面形状の検出）では、当該入射点Ｐin近傍の表面形状を取得することができない。そこで
本実施形態では、入射点Ｐin近傍の形状を、形状検出部４０が求めた骨表面ラインに基づ
いて予測しておく。図７には、予測された骨表面ラインが破線で示されている。
【０１０１】
　次に、仮定伝播時間算出部５１は、この予測したラインに対して超音波が入射する位置
（入射点Ｐin）を求める。超音波は、臨界角θcよりも小さい任意の角度で皮質骨１０の
内部に入射することが可能である。ただし、表面屈折波が振動子２４に受波されるのは、
臨界角θcに近い入射角で皮質骨１０内に超音波が入射した場合に限られる。そこで本実
施形態では、臨界角θcで皮質骨１０内に超音波が入射するものと近似して入射位置を求
める。臨界角θcは、骨音速と軟組織中の音速とによって決まるものであるから、骨音速
を仮定することにより、入射点Ｐinを一意に求めることができる。
【０１０２】
　続いて、仮定伝播時間算出部５１は、骨表面ライン上に任意の点Ｐoutを設定する。入
射点Ｐinから点Ｐoutまでの直線距離が、皮質骨１０内を超音波が伝播する距離である。
【０１０３】
　そして、仮定伝播時間算出部５１は、Ｐoutから超音波が軟組織１１側に放射されると
きの角度を求める。超音波が放射されるときの角度は、スネルの法則により一意に求める
ことができる。具体的には、音速仮定値をＳＯＳbone、軟組織中の音速をＳＯＳsoftとす
ると、皮質骨１０から軟組織１１側に超音波が出射する際の屈折角β1と入射角β2の関係
は、
　　sinβ1／ＳＯＳsoft＝sinβ2／ＳＯＳbone

である。入射角β2は、直線ＰinＰoutの傾きと、骨表面ラインの形状から求めることがで
きる。従って、上記の式により屈折角β1を求めることができる。
【０１０４】
　ここで、図７に示すように、送波専用振動子２１に最も近い振動子２４ａの位置を原点
として、アレイ振動子２２が並んでいる方向にｘ軸をとる。屈折角β1と骨表面ラインの
形状が分かっているので、点Ｐoutから放射された超音波がｘ軸と交わる点Ｐxが決まる。
以上で説明した演算処理により、送波専用振動子２１から点Ｐxまでの表面屈折波の伝播
経路を求めることができる。
【０１０５】
　なお、入射点Ｐinを求める際に、上記のように臨界角θcで皮質骨１０内に超音波が入
射するものと近似するのは、計算を容易にするためであり、計算される伝播経路は近似的
な値となる。一方、皮質骨１０への入射角を臨界角θcで近似せずに、伝播経路を厳密に
計算することも可能である。即ち、皮質骨１０の表面形状が既知であれば、皮質骨１０へ
の入射角を変化させながらスネルの法則を２回用いることにより、送波専用振動子２１か
ら点Ｐxまでの伝播経路を厳密に計算することができる。この場合、入射点Ｐinは点Ｐxに
よって変化する。ただし、このような伝播経路の厳密な計算は、臨界角θcで入射角を近
似する計算方法と比べて処理時間が掛かる。本実施形態では、近似的な計算方法と厳密な
計算方法のどちらかを選択して伝播経路を計算することができるように構成されている。
【０１０６】
　そして、仮定伝播時間算出部５１は、求めた伝播経路に基づいて、送波専用振動子２１
によって超音波が送波されてから、表面屈折波が点Ｐxに到達するまでの伝播時間を求め
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る。即ち、
　　（点Ｐxまでの伝播時間）＝（軟組織中を伝播する距離）×ＳＯＳsoft＋（皮質骨中
を伝播する距離）×ＳＯＳbone

となる。
【０１０７】
　仮定伝播時間算出部５１は、Ｐoutの位置を変えながら上記伝播時間の計算を繰り返す
。これにより、点Ｐxの位置を変えながら、それぞれの点Ｐxまでの表面屈折波の伝播時間
を求めることになるので、図８に示すようなｔ－ｘ曲線を求めることができる。なお、図
８の縦軸ｘは、振動子２４ａからの距離であり、横軸ｔは、送波専用振動子２１が超音波
を送波してから前記ｘ軸に表面屈折波が到達するまでの伝播時間である。
【０１０８】
　最後に、仮定伝播時間算出部５１は、各振動子２４に対して表面屈折波が到達するまで
の時間（仮定伝播時間）を求める。即ち、各振動子２４のｘ座標（振動子２４ａからの距
離）は既知であるから、ｔ－ｘ曲線を参照することにより、各振動子２４の仮定伝播時間
を求めることができる。
【０１０９】
　次に、波形積算部５２について説明する。波形積算部（妥当性指標値算出部）５２は、
前記波形積算工程に対応した演算処理を行う。即ち、波形積算部５２は、各振動子２４が
出力した波形信号の波形を、それぞれ前記仮定伝播時間分だけズラして（オフセットして
）積算し、積算波形を求めるように構成されている。
【０１１０】
　以下、具体的に説明する。まず、波形積算部５２は、波形信号を積算する前に、表面屈
折波以外の波を消すために各波形信号に適当な窓関数を掛ける（図９）。なお、窓関数の
範囲を決定するためには、骨音速や伝播時間をある程度知っておかなければならない。た
だし、窓関数によって表面屈折波以外の波をすべて消すことができなくても、残った波の
影響は波形信号同士の積算により弱めることができるので、表面屈折波以外の波を完全に
消すように窓関数を厳密に決める必要は無い。従って、窓関数は、骨音速と軟組織１１中
の音速の経験値等に基づき、適当なマージンを考慮して定めれば十分である。
【０１１１】
　また、波形信号の振幅は、振動子２４が送波専用振動子２１から離れるに従って弱くな
る。そこで、波形積算部５２は、各振動子２４の波形信号に適当なゲインを掛けて、各波
形信号の振幅が同じ程度になるように調整する。ここで、前記ゲインの掛け方は、窓関数
により得られた波形信号の最大振幅に基づいて定めても良いし、適当な指数関数の減衰を
仮定して決定しても良い。
【０１１２】
　続いて、波形積算部５２は、前記窓関数及びゲインを乗じて調整した各波形信号を、各
振動子２４の仮定伝播時間に対応する時間だけ、時間を早めるようにしてズラす（即ち、
図９の左側にオフセットさせる）。各波形信号をズラすと、例えば図１０に示すようにな
る。なお、図１０においては、各波形信号に含まれる表面屈折波のピークの位相が一致し
ている。このように波形信号をズラした結果ピークが一致するのは、音速仮定値が実際の
骨音速と一致した場合である。
【０１１３】
　そして、波形積算部５２は、ズラした波形信号同士を積算して、図１１のような積算波
形を求める。
【０１１４】
　最後に、波形積算部５２は、前記積算波形のエンベロープ（包絡線）を生成し、当該エ
ンベロープの振幅を求める（図１１参照）。後述するように、このエンベロープの振幅は
、オフセット後の表面伝播波のピークが互いに一致しているか否か（更に言えば、仮定伝
播時間が実際の骨音速と合致しているか否か）の指標となるものである。即ち、エンベロ
ープの振幅は、仮定伝播時間の妥当性を示す妥当性指標値である。
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【０１１５】
　次に、音速導出部５３について説明する。音速導出部５３は、仮定伝播時間算出部５１
及び波形積算部５２の機能を呼び出して、前記エンベロープの振幅を求める処理（ループ
処理）を繰り返すように構成されている。
【０１１６】
　音速導出部５３において行われる上記ループ処理において、仮定伝播時間算出部５１は
、呼び出されるたびに前回とは異なる音速仮定値を用いて仮定伝播時間を算出する。即ち
、仮定伝播時間算出部５１は、前記ループのたびに、新しい音速仮定値を用いて新しいｔ
－ｘ曲線を求める。例えば図１２に、音速仮定値を変化させて求めた複数のｔ－ｘ曲線を
示す。図１２のグラフに示すように、音速仮定値が異なると、ｔ－ｘ曲線の傾きや、当該
ｔ－ｘ曲線とｔ座標軸との交点などが変化する。従って、音速仮定値が異なれば、波形信
号を積算する際に、各波形信号をズラす量も異なる。
【０１１７】
　各波形信号をズラす量が変化すると、積算波形も変化する。従って、音速仮定値を変化
させることにより、前記エンベロープの振幅が変化する。音速導出部５３は、音速仮定値
を所定範囲内で変化させつつ前記ループを繰り返すことにより、当該所定範囲内のすべて
の場合についてエンベロープの振幅値を求める。図１３に、このように音速仮定値を変化
させながらエンベロープの振幅を求めてプロットした結果の例を示す。
【０１１８】
　図１３の例では、仮定音速がＳＯＳtrueのときにエンベロープの振幅が最大となってい
る。即ち、このＳＯＳtrueのときに、各波形信号に含まれる表面屈折波のピークが最も強
め合っている（図１０のように、表面屈折波のピークの位相が合っている）と考えられる
。そこで、音速導出部５３は、このＳＯＳtrueを音速の測定値として採用する。以上のよ
うに、音速導出部５３は、音速導出工程に対応する演算処理を行って音速を導出している
。
【０１１９】
　次に、上記の骨強度診断装置１を用いた音速測定方法によって、実際に骨音速を測定し
た実施例について説明する。本願発明者らは、上記音速測定方法の有効性を確認するため
、上記の骨強度診断装置１によってウシ脛骨皮質骨の音速を測定した。また、その結果が
正しいかどうかを評価するため、当該ウシ脛骨を切り出してブロック状にして、長軸方向
と円周方向の音速を透過法で測定し、骨強度診断装置１による測定値との比較を行った。
この結果を図１４に示す。
【０１２０】
　まず、透過法によって音速を測定した結果について説明する。ウシの骨は、オステオン
からなるＨａｖｅｒｓｉａｎ構造と、層状のＰｌｅｘｉｆｏｒｍ構造からなることが知ら
れている。なお、顕微鏡での観察の結果、皮質骨の外側にはＰｌｅｘｉｆｏｒｍ構造が、
内側にはＨａｖｅｒｓｉａｎ構造が多く存在することが確かめられた。そこで、透過法で
は、Ｐｌｅｘｉｆｏｒｍ構造とＨａｖｅｒｓｉａｎ構造のそれぞれについて、円周方向と
長軸方向の音速を測定した。
【０１２１】
　なお、長管状の骨は、長手方向の負荷に晒されることが多いため、一般的に長軸方向に
強化されている。そのため、一般的に、円周方向に比べて長軸方向の方が音速が大きい。
図１４に示すように、透過法による測定においても、長軸方向の音速の方が大きいという
結果が得られている。
【０１２２】
　次に、本実施形態の骨強度診断装置１によって音速を測定した結果について説明する。
図１４に示すように、本実施形態の骨強度診断装置１によって得られた長軸方向の音速は
、透過法で測定した結果とほぼ一致している。また、円周方向の音速に関しては、本実施
形態の骨強度診断装置１による測定結果は、Ｐｌｅｘｉｆｏｒｍ構造とＨａｖｅｒｓｉａ
ｎ構造の平均的な値となった。従って、本実施形態の骨強度診断装置１によって適切に骨
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音速の測定を行えることが確認できた。なお、一般にヒトの骨は大部分がＨａｖｅｒｓｉ
ａｎ構造からなると言われている。従って、ヒトの骨においても、骨強度診断装置１によ
って適切な骨音速の測定を行うことができると考えられる。
【０１２３】
　以上で説明したように、本実施形態の骨強度診断装置１は、送波専用振動子２１と、複
数の振動子２４と、仮定伝播時間算出部５１と、波形積算部５２と、音速導出部５３と、
を備える。送波専用振動子２１は、皮質骨１０の表面に向けて超音波を送波する。振動子
２４は、皮質骨１０からの超音波を受波し、当該受波した超音波に応じた波形信号を出力
する。仮定伝播時間算出部５１は、送波専用振動子２１が送波した超音波が、皮質骨１０
の表面近傍を伝播した後で各振動子２４に到達するまでの伝播時間を、当該皮質骨１０内
の音速の仮定値と、当該皮質骨１０の表面形状と、に基づいて算出する。波形積算部５２
は、複数の振動子２４のうち少なくとも２つが出力した波形信号に基づいて、前記伝播時
間の妥当性の指標となる積算波形のエンベロープの振幅を求める。音速導出部５３は、積
算波形のエンベロープの振幅に基づいて、皮質骨１０内の音速を求める。
【０１２４】
　即ち、仮定伝播時間の妥当性を判断することにより、当該仮定伝播時間を算出した際に
仮定していた音速の値が正しいか否かを判断することができるので、これにより皮質骨１
０内の音速を求めることができる。ここで、仮定伝播時間の妥当性を判断する際には、受
信波形のピークの位置を厳密に検出する必要が無いため、受信波形にノイズが含まれてい
ても適切に音速を求めることができる。また、複数の振動子２４からの波形信号に基づい
て仮定伝播時間の妥当性を判断するため、ノイズの影響を弱めることができる。
【０１２５】
　また、本実施形態の骨強度診断装置１においては、波形積算部５２は、複数の振動子２
４のうち少なくとも２つが出力した波形信号を、前記仮定伝播時間に対応する時間だけそ
れぞれズラし、当該ズラした波形信号同士を積算した積算波形を求め、当該積算波形のエ
ンベロープの振幅を求めている。
【０１２６】
　即ち、複数の振動子２４受波部が出力する波形信号同士を積算すると、波形のピーク位
置が一致している場合に振幅を最も強め合う。この性質を利用することにより、所望のピ
ークのみ強調し、その他のノイズの影響を少なくすることができる。上記の構成において
は、仮定伝播時間算出部５１が仮定した音速が正しかった場合、積算される波形信号のピ
ーク位置が一致するので、振幅を強め合う。従って、振動子２４が出力した波形信号にノ
イズが含まれている場合であっても、積算波形を見ることで、音速の仮定値が正しいか否
かを判断することができる。
【０１２７】
　また、本実施形態の骨強度診断装置１は、以下のように構成されている。即ち、仮定伝
播時間算出部５１は、複数通りの音速仮定値を用いて伝播時間を算出する。波形積算部５
２は、複数通りの音速仮定値に応じて、それぞれの場合の積算波形についてエンベロープ
の振幅を求める。そして、音速導出部５３は、複数通りの音速仮定値それぞれの場合のエ
ンベロープの振幅を比較することで、皮質骨１０内の音速を求める。
【０１２８】
　これにより、複数通りの音速仮定値を試行し、ピーク同士が最も強め合った（ピーク位
置が最も一致した）場合の音速仮定値を、骨音速の測定値として採用することができる。
【０１２９】
　また、本実施形態の骨強度診断装置１において、仮定伝播時間算出部５１は、予め測定
された皮質骨１０表面の形状に基づいて伝播時間を算出している。
【０１３０】
　これにより、皮質骨１０表面の実際の形状を考慮して伝播時間を算出することができる
ので、例えば皮質骨１０表面が曲面状の場合であっても精度良く音速を求めることができ
る。
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【０１３１】
　また、本実施形態の骨強度診断装置１は、形状検出部４０を備える。また、複数の振動
子２４は、皮質骨１０の表面に向けて同時に超音波を送波することによって平面波を発生
させることができるように構成されている。形状検出部４０は、平面波が皮質骨１０の表
面で反射して各振動子２４に到達したときの到達角度に基づいて、皮質骨１０表面の形状
を検出する。そして、仮定伝播時間算出部５１は、形状検出部４０が検出した皮質骨１０
表面の形状に基づいて前記伝播時間を算出している。
【０１３２】
　これにより、音速を測定するための構成の一部を用いて、皮質骨１０表面の形状を検出
することができるので、装置を簡略化してコストを削減することができる。
【０１３３】
　また、本実施形態の音速測定方法は、送波工程（Ｓ１０２）と、受波工程（Ｓ１０３）
と、仮定伝播時間算出工程（Ｓ１０４）と、波形積算工程（Ｓ１０５）と、を含む。送波
工程においては、皮質骨１０の表面に向けて超音波を送波する。受波工程においては、当
該皮質骨１０からの超音波を各振動子２４によって受波する。仮定伝播時間算出工程にお
いては、送波工程で送波した超音波が、皮質骨１０の表面近傍を伝播した後で各振動子２
４に到達するまでの伝播時間を、当該皮質骨１０内の音速の仮定値と、当該皮質骨１０の
表面形状と、に基づいて算出する。波形積算工程においては、複数の振動子２４のうち少
なくとも２つが出力した波形信号に基づいて、前記伝播時間の妥当性の指標となる積算波
形のエンベロープの振幅を求める。そして、音速仮定値を変化させながら、仮定伝播時間
算出工程と前記波形積算工程とを繰り返し行うことで（Ｓ１０４～Ｓ１０６のループ）、
複数通りの音速仮定値それぞれの場合の積算波形を求め、前記それぞれの場合の積算波形
のエンベロープの振幅を比較することで、皮質骨１０内の音速を求める（Ｓ１０７）。
【０１３４】
　即ち、伝播時間の妥当性を判断することにより、当該伝播時間を算出した際に仮定して
いた音速の値が正しいか否かを判断することができるので、これにより皮質骨１０内の音
速を求めることができる。ここで、伝播時間の妥当性を判断する際には、受信波形のピー
クを厳密に検出する必要が無いため、受信波形にノイズが含まれていても適切に音速を求
めることができる。また、複数の振動子２４からの波形信号に基づいて伝播時間の妥当性
を判断するため、ノイズの影響を弱めることができる。そして、複数通りの音速の仮定値
を試行し、伝播時間が最も妥当であった場合に、当該伝播時間を算出した際の音速の仮定
値を、被測定体内の音速の測定値として採用することができる。
【０１３５】
　また、本実施形態の音速測定方法は、以下の方法を採っている。即ち、波形積算工程に
おいて、前記複数の受波部のうち少なくとも２つが出力した波形信号を、前記伝播時間に
対応する時間だけそれぞれズラし、当該ズラした波形信号同士を積算した積算波形を求め
、当該積算波形のエンベロープの振幅を求める。
【０１３６】
　即ち、複数の振動子２４が出力する波形信号同士を積算すると、波形のピーク位置が一
致している場合に振幅を最も強め合う。この性質を利用することにより、所望のピークの
み強調し、その他のノイズの影響を少なくすることができる。上記の構成においては、仮
定到達時間算出工程で仮定した音速が正しかった場合、積算される波形信号のピーク位置
が一致するので、振幅を強め合う。従って、振動子２４が出力した波形信号にノイズが含
まれている場合であっても、積算波形を調べることで、音速の仮定値が正しいか否かを判
断することができる。
【０１３７】
　また、本実施形態の音速測定工程は、皮質骨１０の表面形状を検出する形状検出工程（
Ｓ１０１）を含む。そして、仮定伝播時間算出工程においては、前記表面形状に基づいて
伝播時間を算出する。
【０１３８】
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　これにより、皮質骨１０表面の実際の形状を考慮して仮定伝播時間を算出することがで
きるので、例えば皮質骨１０表面が曲面状の場合であっても精度良く音速を求めることが
できる。
【０１３９】
　次に、上記実施形態の骨強度診断装置１の変形例について説明する。
【０１４０】
　この変形例に係る骨強度診断装置は、妥当性指標値算出部として、波形乗算部を備える
。即ち、上記の実施形態において、妥当性指標値算出部としての波形積算部５２は、各振
動子２４の波形信号を仮定伝播時間に応じてズラし、ズラした波形信号同士を積算して積
算波形を求めていた。この点、本変形例の波形乗算部は、各振動子２４の波形信号を仮定
伝播時間に応じてズラし、ズラした波形信号同士を乗算して乗算波形を求め、当該乗算波
形に基づいて妥当性指標値を求めるように構成したものである。
【０１４１】
　以上で説明したように、この変形例に係る音速測定装置においては、波形乗算部は、複
数の振動子２４のうち少なくとも２つが出力した波形信号を、仮定伝播時間に対応する時
間だけそれぞれズラし、当該ズラした波形信号同士を乗算した乗算波形を求め、当該乗算
波形に基づいて妥当性指標値を求めている。
【０１４２】
　また、この変形例に係る音速測定装置を用いた音速測定方法においては、妥当性指標値
算出工程として、上記実施形態の波形積算工程に代えて、波形乗算工程を行う。即ち、波
形乗算工程においては、複数の受波部のうち少なくとも２つが出力した波形信号を、前記
伝播時間に対応する時間だけそれぞれズラし、当該ズラした波形信号同士を乗算した乗算
波形を求め、当該乗算波形に基づいて妥当性指標値を求める。
【０１４３】
　即ち、複数の振動子２４受波部が出力する波形信号同士を乗算すると、波形のピーク位
置が一致している場合に振幅を最も強め合う。この性質を利用することにより、所望のピ
ークのみ強調し、その他のノイズの影響を少なくすることができる。上記の構成において
は、仮定伝播時間算出部５１が仮定した音速が正しかった場合、乗算される波形信号のピ
ーク位置が一致するので、振幅を強め合う。従って、振動子２４が出力した波形信号にノ
イズが含まれている場合であっても、乗算波形を見ることで、音速の仮定値が正しいか否
かを判断することができる。
【０１４４】
　次に、上記実施形態の骨強度診断装置１の別の変形例について説明する。
【０１４５】
　この変形例に係る骨強度診断装置１が備える超音波送受波器９０の構造を図１５に示す
。この超音波送受波器９０は、送波専用振動子を省略し、複数の振動子２４が略等間隔で
１列に並んだアレイ振動子２２のみを備えるものである。ここで、アレイ振動子２２は、
上記実施形態で送波専用振動子２１が配置されていた位置まで延長して設けられている。
【０１４６】
　ここで、上記実施形態の骨強度診断装置１においては、以下のような課題があった。即
ち、上記実施形態では、骨表面ラインを検出する際に、皮質骨１０に対する超音波の入射
点Ｐin近傍の形状は検出することができなかった。これは、形状検出部４０によって皮質
骨表面の形状を検出する際に、アレイ振動子２２の直下の形状しか検出することができな
いためである。このため、表面伝播波の伝播経路を算出する際には、骨表面ラインから予
測したラインに基づいて入射点Ｐinの位置を求めていたが、この方法では正確な入射点Ｐ

inの位置を求めることができないので、導出する音速の誤差にも繋がる。
【０１４７】
　そこで、本変形例は、送波専用振動子を省略して、音速測定を行う際の超音波の送波も
アレイ振動子（リニアアレイ）２２によって行うようにしたものである。例えば、振動子
２４ａと振動子２４ｂを、上記実施形態における送波専用振動子２１の代わりとして用い
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る。
【０１４８】
　即ち、隣接する振動子２４がタイミングをズラして超音波を送波することにより、斜め
方向に超音波ビームを送波することができる。これによれば、アレイ振動子２２が送波専
用振動子２１の機能を兼ねることができるだけでなく、任意の角度で超音波を送波できる
ようになるので、皮質骨１０に対して適切な角度（臨界角又は臨界角近傍の角度）で超音
波を当てることができる。これにより、効率が良く、指向性による音速誤差も低減できる
。
【０１４９】
　更に、上記のように構成すれば、皮質骨１０に対して超音波が入射する入射点の位置は
、常にアレイ振動子２２の直下の位置であるから、形状検出部４０による骨表面ラインの
検出結果に基づいて、当該入射点の位置を精度良く算出することができる。また、本変形
例の超音波送受波器９０は、図１５のように全幅にわたってアレイ振動子２２が配置され
るので、測定時に骨形状の全体を把握でき、測定が行い易くなる。
【０１５０】
　以上で説明したように、この変形例に係る音速測定装置が備える超音波送受波器におい
ては、複数の振動子２４が、等間隔で１列に並べられたアレイ振動子２２を構成するとと
もに、複数の振動子のうち少なくとも何れか１つは、上記実施形態における送波専用振動
子２１の機能を兼ねている。
【０１５１】
　これにより、送波専用の構成を省略することができるので、装置を簡略化することがで
きる。また、隣接する振動子２４から超音波を送波するタイミングをズラし、当該タイミ
ングをズラす間隔を調整することにより、任意の角度で超音波ビームを形成することがで
きる。これにより、皮質骨１０の表面に対して最適な角度で超音波を当てることができる
。また、アレイ振動子２２によって平面波を発生させて皮質骨１０の表面形状を検出する
構成の場合、当該表面形状を検出できるのはアレイ振動子２２の直下の位置のみである。
従って、送波専用振動子２１とアレイ振動子２２が別の構成の場合は、皮質骨表面への入
射点近傍の形状を検出することができない。この点、振動子２４が送波専用振動子２１と
しての機能を兼ねることにより、皮質骨表面への入射点近傍の形状を検出することができ
る。これにより、伝播時間を正確に算出することができる。
【０１５２】
　以上に本発明の好適な実施形態及びその変形例を説明したが、上記の構成は例えば以下
のように変更することができる。
【０１５３】
　上記実施形態では、複数の振動子２４が出力する波形信号をすべて積算するように説明
したが、必ずしもすべての波形信号を積算する必要は無い。例えば、ある振動子２４に表
面伝播波が到来しないことが予め判っている場合、当該振動子２４からの波形信号は積算
しなくても良い。
【０１５４】
　また、例えば、直接波、表面からの反射波、裏面からの反射波及び表面伝播波のピーク
が、図１６に示すような関係となる場合がある。図１６に示すように、表面伝播波と表面
からの反射波は、ある位置から連続的に分離し、表面伝播波の方が先に到達するようにな
る。これに対して、裏面からの反射波は、ある位置から表面伝播波に近づいてきて重なっ
てくる。従って、表面伝播波の情報は、図１６のグラフにおいて破線で囲んだ部分に最も
良好に含まれている（この部分は表面伝播波のピークが他の波のピークと重なっていない
）。そこで、波形信号を積算する場合には、この破線で囲んだ部分を含む波形信号のみを
選択して積算すれば、精度の良い音速測定を行うことができる。
【０１５５】
　なお、表面伝播波と表面からの反射波とが分離する位置は、皮質骨の表面形状から予測
することができるので、積算する波形信号を選択する際に利用することができる。一方、
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表面伝播波と裏面からの反射波とが重なる位置は、予測が困難である。しかし、表面伝播
波と表面からの反射波が分離した位置からの全ての波形信号を積算しても（裏面からの反
射波が重なっている波形信号を積算しても）、本発明の音速測定方法によればノイズ波形
の影響を抑えることができるので、適切に音速を導出することができる。
【０１５６】
　上記の演算部は、超音波送受波器側に備えるように変更しても良い。また、超音波送受
波器と装置本体と別々とする構成に限らず、超音波送受波器と装置本体とを一体化しても
良い。
【０１５７】
　上記実施形態において、仮定伝播時間算出部５１は屈折表面波の伝播経路及び仮定伝播
時間を求める構成としたが、漏洩表面波の伝播経路及び仮定伝播時間を求めるように構成
しても良い。この場合であっても、波形信号同士を積算することにより当該漏洩表面波の
ピークに焦点を合わせることができるので、適切に音速を測定することができる。
【０１５８】
　形状検出部４０は、表面反射波に基づいて皮質骨１０の表面形状を検出する際に、裏面
反射波に基づいて皮質骨１０の裏面形状を検出しても良い。この場合、表面形状と裏面形
状に基づいて、皮質骨厚さを求めることができる。求めた皮質骨厚さは、骨の健全性の指
標の１つとして用いることができる。
【０１５９】
　また、形状検出部４０による被測定体の表面形状の検出方法は、複数の振動子２４から
同時に送波して平面波を発生させる方法に代えて、例えば以下の方法を用いても良い。即
ち、アレイ振動子２２の端から、１つ又は複数の振動子２４による超音波の送波を順次行
う。そして、それぞれの送波を行ってから表面反射波を受信するまでの時間に基づいて、
皮質骨１０の表面形状を求める。
【０１６０】
　上記の形状検出方法によれば、複数の振動子２４から超音波を順次送波するため、測定
に若干の時間が掛かるものの、被測定体の表面が凹状の場合でも表面形状を正しく検出す
ることができる。一方、実施形態で説明したように複数の振動子２４から同時に送波して
平面波を発生させる方法では、測定時間は短縮できるものの、被測定体の表面が凹状の場
合は表面形状を測定することができない。脛骨断面の形状は様々であり、一部に凹形状を
含む場合もあるため、上記実施形態の骨強度診断装置１では、皮質骨１０の表面形状を正
確に求めることができないことがある。
【０１６１】
　そこで、平面波を発生させる上記実施形態の方法で皮質骨１０の表面形状を測定し、エ
ラーが発生した場合（皮質骨１０の断面形状に凹部が含まれる場合）に、アレイ振動子２
２の端の振動子２４から超音波を順次送波する上記の方法を用いるように構成すれば特に
好適である。
【０１６２】
　上記実施形態において、波形積算部５２は、妥当性指標値として積算波形のエンベロー
プの振幅を求める構成としたが、これに限らない。例えば、積算波形の振幅自体を妥当性
指標値とする構成でも、波形信号のピークが強め合っているか否か（即ち、音速仮定値が
正しいか否か）を検出することは可能である。また例えば、積算波形の積分値（面積）を
妥当性指標値とするように構成しても良い。
【０１６３】
　また、上記実施形態及び変形例においては、波形信号をズラしてから積算波形又は乗算
波形を求め、その後仮定伝播時間の妥当性を判断する構成としたが、この構成に限らない
。即ち、各振動子２４が出力した波形信号をズラすことなく、仮定伝播時間曲線（ｔ－ｘ
曲線）と直接比較して音速を決定することもできる。この場合、波形信号は、そのまま用
いても良いし、振幅を取り出すという処理を行っても良い。
【０１６４】



(23) JP 5280927 B2 2013.9.4

10

20

30

40

50

　例えば、図３に示すような波形信号のデータを２次元画像と見て、図８に示すようなｔ
－ｘ曲線と比較し、一致度を示す指標（妥当性指標値）を求める。上記のように波形信号
とｔ－ｘ曲線とを直接比較する方法としては、従来のデジタル画像処理で用いられている
特徴抽出法（一般化ハフ変換など）や、パターン認識技術（ニューラルネットワークを用
いたものなど）を用いることができる。そして、音速仮定値を変化させながら、図１２に
示すような様々なｔ－ｘ曲線についての一致度を求め、最も一致度の高いｔ－ｘ曲線の音
速仮定値を、音速の測定値として採用する。
【０１６５】
　以上の方法であっても、波形信号をズラして積算又は乗算する方法と同様に、ノイズの
影響を抑えて安定した音速測定が可能である。即ち、それぞれの波形信号にノイズが含ま
れていたとしても、複数の振動子２４からの波形信号を用いて上記の特徴抽出やパターン
認識等を行うことができるので、ノイズの影響が低減され、妥当性指標値を良好に求める
ことができる。また、ｔ－ｘ曲線との一致度を見るという構成であるため、波形信号から
ピーク位置を厳密に求めなくても、仮定伝播時間が妥当であるか否かを判断することがで
きる。
【０１６６】
　軟組織中の音速については、軟組織の厚みに応じて変更するように構成しても良い。な
お、一般的に厚い軟組織の方が脂肪を多く含むため、軟組織が厚いほど当該軟組織中の音
速は遅くなる。
【０１６７】
　上記実施形態において、各振動子２４の出力する波形信号には窓関数が乗じられている
が、窓関数を使用した演算は省略することもできる。
【０１６８】
　また、前記形状検出工程を省略し、例えば皮質骨１０の断面輪郭形状が直線状であると
仮定して仮定伝播時間の算出を行っても良い。ただし、骨の円周方向に音速を測定する際
には、皮質骨１０表面の断面輪郭が曲線状であるので、上記のように伝播経路を仮定する
と誤差が大きくなってしまう。従って、皮質骨表面の形状を検出し、当該表面形状に基づ
いて仮定伝播時間の算出を行うことが好ましい。
【０１６９】
　積算波形のエンベロープの振幅が極大値をとる音速仮定値は、図１３のグラフのように
複数生じる場合がある。この場合に何れを測定値として採用するかの判断材料として、積
算波形の振幅が最大になる時間を補助的に使用しても良い。図１７は、図１３のグラフに
対し、積算波形の振幅が最大になる時間を追加的にプロットしたものである。積算波形の
エンベロープの振幅が極大値をとる音速仮定値が（図１７のグラフのように）２つある場
合、一方は表面伝播波のピークが強め合ってエンベロープの振幅が大きくなった場合であ
り、他方は、例えば裏面からの反射波のピークが強め合ってエンベロープの振幅が大きく
なった場合であると考えられる。図１７のように積算波形の振幅が最大になる時間（即ち
、強め合うピークが検出された時間）をプロットすると、強められているピークが切り替
わったことを容易に確認することができる。これを、表面伝播波に焦点が合っているか否
かの指標とすることもできる。
【０１７０】
　また、本発明の音速測定方法及び音速測定装置は、骨以外の音速を測定する用途にも広
く使用することができる。特に、本発明の音速測定方法及び音速測定装置は、ノイズが多
い環境下で、表面形状が非直線状である被測定体の音速を測定する際に極めて有効である
。
【符号の説明】
【０１７１】
　１　骨強度診断装置（音速測定装置）
　２　超音波送受波器
　３　装置本体
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　１０　皮質骨
　２１　送波専用振動子（送波部）
　２２　アレイ振動子
　２４　振動子（受波部）
　３５　演算部
　４０　形状検出部
　５０　音速検出部
　５１　仮定伝播時間算出部
　５２　波形積算部（妥当性指標値算出部）
　５３　音速導出部

【図１】 【図２】
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